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13:35～14:20（45分） 講義
14:20～14:25（ 5分） 休憩
14:25～14:50（25分） ワーク

本日の目標・スケジュール

スケジュール

・地域包括ケアシステムの構築に重要な介護保険における保険
者の役割と課題、機能強化に向けた評価について概略を知る
・インセンティブ交付金指標の令和8年度結果から、介護保険に
おける取組状況を確認する

本日の目標
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講義の内容

介護保険における保険者機能とインセンティブ交付金

インセンティブ交付金の令和8年度全国評価結果からの示唆

インセンティブ交付金の評価データを使った分析
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介護保険における保険者機能とインセンティブ交付金
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保険者機能の変化とインセンティブ交付金の役割

参考）筒井孝子．介護保険における保険者機能の特徴と評価．第84回日本公衆衛生学会
介護保険における保険者機能強化とエビデンスに基づく施策推進（国立保健医療科学院 企画シンポジウム）令和7年10月31日（金）
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保険者機能のトレンド：事業実施から地域マネジメントへ

参考）大夛賀政昭．保険者機能強化の推進に求められる自治体職員の体制や取り組み－研修の企画・運営経験を通してー．第84回日本公衆衛生学
会 介護保険における保険者機能強化とエビデンスに基づく施策推進（国立保健医療科学院 企画シンポジウム）令和7年10月31日（金）
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活動と成果の連動性を可視化する（ロジックモデルの意識）

参考）松本佳子．保険者機能強化にむけたPDCA推進へのロジックモデルやデータの活用．第84回日本公衆衛生学会
介護保険における保険者機能強化とエビデンスに基づく施策推進（国立保健医療科学院 企画シンポジウム）令和7年10月31日（金）



（３） 要介護者の地域別の実態は？

（２） 在宅生活の維持が難しくなっている
人に必要な、支援・サービスは何か？

（１） 地域内の居所移動の実態は？

（２） 施設・居住系サービスに求められる
機能は何か？

（２） 訪問介護のサービス提供内容に、
見直しの余地はないか？

（１） 地域内の介護人材の実態と、主要
な問題・課題は何か？

高齢者が重度な要
介護状態になっても、
住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを最後
まで続けることができ
ている

大目標 中目標と参照指標

議論を通じて
方針を明確化すべき検討事項は？

把握すべき地域の実態は？

（１） 在宅生活の維持が難しくなっている
人の実態は？

→

自の
然構
体築
推方
計針の
修は
正？
（
施
策
反
映
）

（１） 家族等介護者の就労の実態は？

（２） 家族等介護者が、就労を継続して
いくために必要な、支援・サービス
は何か？

【在宅】

１．在宅生活の維持が難しく
なっている人の生活改善の
ために、必要な機能を持つ
支援・サービス等は何か？

【施設・居住系】

２．住み慣れた住まいでの
生活の維持のために、施設・
居住系サービスに必要な
機能は何か？

【家族等介護者】

３．家族等介護者が、就労を継
続していくために、必要な機
能を持つ支援・サービス等は
何か？

【在宅介護実態調査】

・ 今後も仕事と介護の両立を「問題なく、

続けていける」の割合を高める

新しい調査

【在宅介護実態調査】

・ 施設等の「入所・入居は検討していな

い」の割合を高める

・ 在宅生活の継続に向けてポイントと

なる介護について、「主な介護者が

不安に感じる」割合を下げる

【在宅生活改善調査】

【居所変更実態調査】

・ 「過去１年間に、居所を変更した人」の

割合を下げる

新しい
ツール

既存
調査

在宅介護
実態調査

認定データ
地域分析
ツール

居所変更 介護人材
実態調査 実態調査

在宅生活
改善調査

★

【本人の生活の継続性の確保】

要介護者が、住み慣れた地域・住
まいで、暮らし続けることができてい
る

【家族等介護者の就労継続】

家族等介護者が、今後も就労を
継続していくことについて、安心感
を持つことができている

【介護人材の確保】

住み慣れた地域・住まいでの要
介護者の生活を支えていくために、
必要な人材が確保できている

地域が目指すビジョンは？

【在宅生活改善調査】

・ 「現在のサービス利用では、生活の維持

が難しい人」の割合を下げる

★ ★

★ ★

★

★ ★

★

★

★

★

検討は、地域が
目指すビジョンか

ら出発

検討事項の語尾は『？』
とすることで、議論を通じて答えを

出すべきものであることを強調

検討事項の 『？』に対し、計
画作成委員会等としての、方
針を明確化し、自然体 推
計を修正（施策反映）

情報収集の方法は、
アンケート調査・
インタビュー調査等

地域特性に応じて選択

「量」と「機能」の両面
から検討できるような文言に

【介護人材】

４．介護人材の確保に向けて、
重点的に取り組まなければ
ならない事項は何か？

目標の語尾は
『~できている』など、
「地域が目指す望まし
い状態」を記載

STEP

４

（
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ョ
ン
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STEP

１
STEP

２
STEP

３

地域の実情に応じて、
「知りたいこと」を選択

Ⅱ 地域ごとに設定する「ビジョン、参照指標、検討事項」の例は？

（１） 手引きで想定した、計画作成プロセス・構造の全体像（例）

○ 以下の計画作成プロセス・構造の全体像でお示ししている例は、主に給付サービスを対象としたものになっています。ただし、計画作成プロセ

スそのものは、給付サービスの検討に限らず、その他のより多様な検討（地域支援事業など）のために用いることが可能です。

手引き

P.19
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第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に関する説明会
「資料５ 介護保険事業計画における施策反映のための手引きについて」より抜粋

出所）厚生労働省老健局介護保険計画課．介護保険事業計画におけるPDCAサイクルの推進（令和６年７月）

ビジョン達成型の介護保険事業計画

既存の計画では、
これまでの取組みをベースとして、
今後のサービス提供体制を
検討するという思考ですが、
関係者での協議を通じた
ビジョン設定がより重要になって
います（計画や各種事業において）。

ビジョンを立てる準備
STEPゼロとして、
地域の現状分析と将来推計
（地域診断）
であり、インセンティブ交
付金の評価を活用できます。

また、具体的な目標値にも
活用できます。
＋アウトカムの設定が重要
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インセンティブ交付金制度創設の背景、ねらい



出典）平成30年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業）
地域支援事業の連動性を確保するための調査研究事業（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）筆者一部追記

地
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

地域支援事業と地域包括ケアシステムの要素の関係性



インセンティブ交付金業務の課題（現場の声より）



評価データの活用に関連してお伝えしたいこと
評価の平準化

・公平でない。
・評価結果が信用できない。

・インセンティブ交付金制度に
おける評価では、各項目ごとに
一定の評価基準が示されている
が、基準該当の判断は、市町村
や都道府県の自己評価であるた
め、同じ条件でも判断が異なる
ことがある

精確な評価をできるように・・・・
（自治体内の）関係各課や関係機関と協力して評価に取組む

はい

いいえ

評価結果の活用

・何のための評価かわからない
・評価結果を依頼があるだけで
フィードバックがない。

県担当者 市町村担当者

市町村事業担当者

・大変な事務作業を行うだけの
徒労感
・改善に向けた評価作業が目的
にも関わらず、評価結果が活用
されない

評価に関する依頼と回答のみ

評価結果を活用できるように・・・・
評価結果を（自治体内外の）関係者で共有してみる

12

制度の主旨を理解した上で取り組む
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インセンティブ交付金指標の捉えなおし（評価の本質）
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インセンティブ交付金の評価指標（市町村分）2023年度～現在

出典）令和３年度老人保健健康増等事業「保険者機能強化推進交付金等における自己評価方法の平準化に向けたマニュアル策定に関する調査研究」マニュアルP4 追記

【保険者機能強化推進交付金】

目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする 体制・取組 活動

目標Ⅱ　公正・公平な給付を行う体制を構築する 体制・取組 活動

目標Ⅲ　介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する 体制・取組 活動

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む アウトカム

【介護保険保険者努力支援交付金】

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する 体制・取組 活動

目標Ⅱ　認知症総合支援を推進する 体制・取組 活動

目標Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する 体制・取組 活動

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む アウトカム

・これまでの課題を踏まえ、データ分析をもとに構造を整理
（２つの交付金の対応関係もわかりやすく整理された）

・活動指標（アウトプット）が各目標に設定された
・評価項目は事業計画期間にあわせ、3年間は大きく変えない方針となった

400点満点

400点満点



インセンティブ交付金の評価指標（市町村分）推進分 400点満点

目標 指標群 番号 評価指標 配点（最大）

（ⅰ）体制・取組指標群 1 地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。 16点

（４項目、配点64点） 2 介護保険事業計画の進捗状況（介護サービス見込量の計画値と実績値の乖離状況）を分析しているか。 16点

3 自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施状況を把握し、必要な改善を行っているか。 16点

4 保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者間で共有し、自立支援、重度化防止等に関する施策の遂行に活用しているか。 16点

（ⅱ）活動指標群 1 今年度の評価得点 12点

（３項目、配点36点） 2 後期高齢者数と給付費の伸び率の比較 12点

3 PFS（成果連動型民間委託契約方式）による委託事業数 12点

（ⅰ）体制・取組指標群 1 介護給付費の適正化に向けた方策を策定しているか。 32点

（２項目、配点68点） 2 介護給付費適正化事業を効果的に実施しているか。 36点

（ⅱ）活動指標群 1 ケアプラン点検の実施割合 16点

（２項目、配点32点） 2 医療情報との突合の実施割合 16点

（ⅰ）体制・取組指標群 1 地域における介護人材の確保・定着のため、都道府県等と連携しつつ、必要な取組を実施しているか。 30点

（２項目、配点64点） 2 地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重度化防止、介護人材確保に関する施策等の推進に当たって、庁内・庁外における関係者との連携体制が確保されているか。 34点

（ⅱ）活動指標群 1 高齢者人口当たりの地域住民に対する介護の仕事の魅力を伝達するための研修の修了者数 12点

（２項目、配点64点） 2 高齢者人口当たりの介護人材（介護支援専門員を除く。）の定着、資質向上を目的とした研修の修了者数 12点

3 介護支援専門員を対象としたケアマネジメントの質の向上に関する研修（介護支援専門員法定研修を除く。）の総実施日数 12点

成果指標群 1 軽度【要介護１・２】（平均要介護度の変化Ⅰ）短期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

（５項目、配点100点） 2 軽度【要介護１・２】（平均要介護度の変化Ⅱ） 長期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

3 中重度【要介護３～５】（平均要介護度の変化Ⅰ）短期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点
4 中重度【要介護３～５】（平均要介護度の変化Ⅱ） 長期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点
5 健康寿命延伸の実現状況 要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

目標Ⅰ持続可能な地
域のあるべき姿をか
たちにする

目標Ⅱ公正・公平な
給付を行う体制を構
築する

目標Ⅲ介護人材の確
保その他のサービス
提供基盤の整備を推
進する

目標Ⅳ高齢者がその
状況に応じて可能な
限り自立した日常生
活を営む
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インセンティブ交付金の評価指標（市町村分）支援分 400点満点
目標 指標群 番号 評価指標 配点（最大）

（ⅰ）体制・取組指標群 1 介護予防・生活支援サービス・一般介護予防事業の実施に当たって、データを活用して課題の把握を行っているか。 6点

（７項目、配点52点） 2 通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資する取組の推進を図るため、アウトリーチ等の取組を実施しているか。 9点

3 介護予防等と保健事業を一体的に実施しているか。 7点

4 通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析により、介護予防・生活支援サービス・一般介護予防事業の内容等の検討を行っているか。 7点

5 地域におけるリハビリテーションの推進に向けた具体的な取組を行っているか。 7点

6 生活支援コーディネーターの活動等により、地域のニーズを踏まえた介護予防・生活支援の体制が確保されているか。 9点

7 多様なサービスの活用の推進に向け、実施状況の調査・分析・評価を行っているか。 7点

（ⅱ）活動指標群 1 高齢者人口当たりの地域包括支援センターに配置される３職種の人数 4点

（９項目、配点48点） 2 地域包括支援センター事業評価の達成状況 12点

3 地域ケア会議における個別事例の検討割合（個別事例の検討件数／受給者数） 4点

4 通いの場への65歳以上高齢者の参加率 8点

5 高齢者のポイント事業への参加率 4点

6 通いの場等において心身・認知機能を維持・改善した者の割合 4点

7 高齢者人口当たりの生活支援コーディネーター数 4点

8 生活支援コーディネーターの地域ケア会議への参加割合 4点

9 総合事業における多様なサービスの実施状況 4点

（ⅰ）体制・取組指標群 1 認知症サポーター等を活用した地域支援体制の構築及び社会参加支援を行っているか。 25点

（３項目、配点64点） 2 認知症状のある人に対して、専門医療機関との連携により、早期診断・早期対応に繋げるための体制を構築しているか。 19点

3 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組を行っているか。 20点

（ⅱ）活動指標群 1 高齢者人口当たりの認知症サポーター数 12点

（３項目、配点36点） 2 高齢者人口当たりの認知症サポーターステップアップ講座修了者数 12点

3 認知症地域支援推進員が行っている業務の状況 12点

（ⅰ）体制・取組指標群 1 地域の医療・介護関係者等が参画する会議において、市町村が所持するデータ等に基づき、在宅医療・介護連携に関する課題を検討し、対応策が具体化されているか。 26点

（３項目、配点68点） 2 在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、相談支援、研修会の開催といった具体的取組を行っているか。 21点

3 患者・利用者の状態の変化等に応じて、医療・介護関係者間で速やかな情報共有が実施できるよう、具体的な取組を行っているか。 21点

（ⅱ）活動指標群 1 入退院支援の実施状況 16点

（２項目、配点32点） 2 人生の最終段階における支援の実施状況 16点

成果指標群 1 軽度【要介護１・２】（平均要介護度の変化Ⅰ）短期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

（５項目、配点100点） 2 軽度【要介護１・２】（平均要介護度の変化Ⅱ） 長期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

3 中重度【要介護３～５】（平均要介護度の変化Ⅰ）短期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

4 中重度【要介護３～５】（平均要介護度の変化Ⅱ） 長期的な平均要介護度の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

5 健康寿命延伸の実現状況 要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況はどのようになっているか。 20点

目標Ⅲ在宅医療・在
宅介護連携の体制を
構築する

目標Ⅳ高齢者がその
状況に応じて可能な
限り自立した日常生
活を営む

目標Ⅰ介護予防/日
常生活支援を推進す
る

目標Ⅱ認知症総合支
援を推進する
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提供元: Bing

97.83115255

114.4170934

R6を基準とした場合のR7

R6を基準

とした場

合のR7

R6を基準

とした場

合のR7

R6を基準

とした場

合のR7

20 長野県 114.4 35 山口県 104.6 18 福井県 102.6

8 茨城県 114.2 33 岡山県 104.6 13 東京都 102.0

7 福島県 112.3 45 宮崎県 104.6 14 神奈川県 101.8

43 熊本県 111.6 46 鹿児島県 104.5 2 青森県 101.4

10 群馬県 110.8 36 徳島県 104.5 25 滋賀県 101.2

4 宮城県 110.1 6 山形県 104.5 5 秋田県 101.1

37 香川県 109.6 29 奈良県 104.3 17 石川県 100.9

9 栃木県 107.5 15 新潟県 104.0 3 岩手県 100.9

24 三重県 106.5 22 静岡県 103.6 28 兵庫県 100.7

30 和歌山県 105.7 1 北海道 103.6 47 沖縄県 100.4

12 千葉県 105.6 41 佐賀県 103.5 16 富山県 100.4

19 山梨県 105.5 39 高知県 103.4 38 愛媛県 100.1

23 愛知県 105.3 21 岐阜県 103.2 44 大分県 99.4

31 鳥取県 105.2 27 大阪府 103.1 26 京都府 99.3

11 埼玉県 105.1 42 長崎県 103.1 32 島根県 97.8

40 福岡県 104.8 34 広島県 102.9

インセンティブ交付金の得点率（体制・取組）のR6からR7にかけての変化

・自己評価の○・✕による体制・取組指標のみを抽出す
ると、その得点率は、64.6％（R6）→67．7％と、3.1％
増加している。
・しかしながら、都道府県別の市町村平均得点率の増減
を比較すると、R6を100とした場合、44都道府県が伸び
ている(100を上回っている)が、3府県は伸びていない
（100を下回っている）※

※認知症の指標の取組の影響が大きいものと考えられる

・伸び率（得点の底上げ）の状況も都道府県ごとに異なる様子がこの図表から見て取れる

★体制・取組の変化は、都道府県ごとにも異なる
（元の取組レベルや都道府県の取組が影響している
と考えられる）

参考）筒井孝子．介護保険における保険者機能の特徴と評価．第84回日本公衆衛生学会
介護保険における保険者機能強化とエビデンスに基づく施策推進（国立保健医療科学院 企画シンポジウム）令和7年10月31日（金）
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インセンティブ交付金の得点率（合計）のR6・R7の散布図
R7市町村平均得点 1位 福岡県（構成市町村数60） R7市町村平均得点2位 佐賀県（構成市町村数

20）

R7市町村平均得点47位 奈良県（構成市町村数39） R7市町村平均得点46位 沖縄県（構成市町村数41）

R6,R7の市町村 平均の範囲が大きくないので、固まっている

R6,R7いずれも市町村 平均の範囲が大きく、分布が広がっている

生駒市のみ 該当なし
福岡県の平均値(参考) 福岡県の平均値(参考)

参考）筒井孝子．介護保険における保険者機能の特徴と評価．第84回日本公衆衛生学会
介護保険における保険者機能強化とエビデンスに基づく施策推進（国立保健医療科学院 企画シンポジウム）令和7年10月31日（金）
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従来の
評価点
７５％

・得点の上位維持
・アウトカム指標がいい

２０％（※R6は５％）

・書面で実施した取り組みを審査され、
採用されると交付金が配分される５％

インセンティブ交付金 成果指向型配分枠について（2024年度～）

成果志向型配分枠



成果指向型配分枠の取組状況からの示唆

採択された自治体の状況を分析すると、手法の導入を通じて、
戦略的マネジメントへの移行が具体的に始まっていた。

特に大規模市は、EBPMプラットフォーム構築やPFS導入により、
アウトカム指標の計測と財政誘導を連動させる挑戦をしている。

一方、小規模市町村では、介入の実行段階において、専門職に
よる介入の対象層の重症化リスクの上昇や、地域活動の参加者
数の遅延といったボトルネックが存在し、規模に応じたガバナ
ンス上の課題が浮き彫りとなっていた。

○令和７年度（令和6年度調査）の成果指向型配分枠 採択団体
１９団体（都道府県４、市町村１５：区分ごとに３市町村ずつ）

成果指向型配分枠の真のインパクトは、
自治体に対し、「データ分析→戦略決定→結果検証」と
いう戦略的なPDCAサイクルを義務付け、
保険者機能を単なる事務処理から戦略的マネジメントへ
と転換させるガバナンスの改革を誘導している点にある。

現在、モニタリングシートの提出をもとめ、進捗確認中。



成果指向型の採択自治体の取組に共通する傾向からのヒント
•データ駆動型のアプローチ: 地域の介護給付費の動向、地域資源、医療・介護の健康づくりに関するデ
ータなど、十分なデータに基づいた地域分析を行い、現状と目指す姿のギャップを明確な「課題」とし
て設定していること 。感覚的な問題意識ではなく、客観的な根拠に基づいた課題設定が重視されている
  
•明確なロジックモデルの提示: 投入（インプット）から活動（アウトプット）を経て成果（アウトカム
）に至るまでの一連の因果関係（ロジックモデル）を論理的に明確に示していること 。
•事業が「何をしたら⇒どうなった（どんな変化が起きた）」というストーリーがあること。  

•具体的で測定可能な成果目標と評価指標: 申請書をみると、課題に即した具体的な成果目標を設定し、
それを客観的に評価できるアウトプット・アウトカム指標が明確に提示されていること。
•特に、数値目標値とその根拠が具体的に記載され、事業効果が定量的に検証可能であることが重要。

•対象層の明確化: 漠然とした「高齢者」ではなく、年齢・状態・性別などの具体的な住民層を特定して
対象層を設定していること 。これにより、事業の効果が特定の層に集中し、より効率的な資源配分と効
果測定が可能になると考えられる。

•財政的効果への意識: 採択自治体との取組では、抑制される介護費用額の推計・評価をしている場合に
は、その額が記載され、事業の経済的合理性がアピールされていた。これは、採択にあたって、介護保
険制度の持続可能性に貢献する視点が評価されていることを示唆している。

令和6年度の成果指向型枠 採用自治体の取組み資料データより分析



成果指向型の採択自治体の取組に共通する傾向からのヒント

〇複雑な地域課題への対応: 都市部特有の高齢化の進展、多様な生活環境、地域資源の偏在など、複雑な
課題に対して、データに基づいた詳細な地域分析を行い、具体的な対象層を特定していた。  

〇多角的な事業展開と連携: 医療機関、介護サービス事業所、地域包括支援センター、住民団体など、多
様な地域資源との連携を前提とした、多角的な事業実施方法を提案していた。  

〇財政的効果の追求: 介護給付費の規模が大きいことから、事業による介護費用抑制額の推計・評価を具
体的に行い、その経済的合理性を強くアピールしていた。

大規模都市の取組傾向

きめ細やかな対象層の特定と介入: 小規模であるからこそ可能な、より詳細な住民層の特定と、個別のニ
ーズに対応したきめ細やかな介入プログラムを提案していると考えられる。 

〇地域コミュニティを活かした事業: 住民同士のつながりや既存の地域活動（サロン、ボランティアなど
）を最大限に活用し、地域住民が主体的に参加できるような事業設計を行っている可能性が高い。

〇ユニークな地域課題への対応: 水俣市（環境問題からの地域再生）や平取町（アイヌ文化の継承）のよ
うに、その地域固有の歴史的背景や文化、地理的条件に起因する課題に対し、独自の視点からアプローチ
している事例も含まれると考えられる 。 

小規模市町村の取組傾向

令和6年度の成果指向型枠 採用自治体の取組み資料データより分析



取りまとめプロセス（都道府県の視点）

出典）令和３年度老人保健健康増等事業「保険者機能強化推進交付金等における自己評価方法の平準化に向けたマニュアル策定に関する調査研究」マニュアルP13 改変 23
23
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ゼロ点の指標をなくし、
すべての評価項目で確実に得点を確保（＝正しくつける）すること、
そして活動量を増やすための基盤を整備すること。

令和９年度の該当状況調査に向けてできる取り組み

まずはここから！

【提案①】評価指標の解読とタスクの具体化
•目的: 交付金の「ルール」を正確に理解し、得点獲得のために「何をすべきか」を明確にする。
•共通の取り組み:

• 担当者による評価指標の完全な解読: 都道府県・市町村の担当者は、厚生労働省が示す評価指標（「（別添１－
１）令和８年度保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金評価指標」）を精読し、「得点になる
行動」と「ならない行動」の境界線を明確に理解する。

• 「やることリスト」の作成: 評価指標の全項目について、「計画策定」「会議設置」「研修実施」「データ提出」
など、具体的なタスクレベルまで分解したチェックリストを作成する。

【提案②】形式要件の確実な充足
目的: 計画策定や体制整備といった形式要件（今年度中に実施でも該当）を満たし、活動以前の段階での失点を防ぐ。
共通の取り組み:

該当する活動・計画・委員会を探す: 評価指標で求められている活動・計画や委員会があるかを所属部局以外の内容
も含め、探す。
データ提出プロセスの標準化と厳守: KDB（国保データベース）やLIFE（科学的介護情報システム）へのデータ提出
が求められる指標について、提出担当者、提出内容の確認手順、提出期限を明確にした庁内プロセスを確立し、提出
漏れやミスを根絶する。
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評価が難しい項目（R6の調査結果より）

○1,110市町村のうち、自己評価の難しい評価指標を１つ以上選択した市町村は590件（53.2％）であった。
○このうち100市町村以上が自己評価の難しい評価指標として挙げたのは以下の５項目で、令和５年度調査
でも100市町村以上が選択していた。

○ 推進Ⅲ２ 地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重
度化防止、介護人材確保に関する施策等の推進に当たって、庁内・
庁外における関係者との連携体制が確保されているか。

○ 推進Ⅰ３ 自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施状
況を把握し、必要な改善を行っているか。

○ 推進Ⅲ１ 地域における介護人材の確保・定着のため、都道府県等
と連携しつつ、必要な取組を実施しているか。

○ 支援Ⅰ２ 通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資する
取組の推進を図るため、アウトリーチ等の取組を実施しているか。

○ 支援Ⅰ７ 多様なサービスの活用の推進に向け、実施状況の調査・
分析・評価を行っているか。

規模が小さくなると↑

規模が大きくなると↑

•評価指標の解釈の明確化: 調査の実施に先立ち
•、国が示すQ&Aや「介護保険事業（支援）計画の
•進捗管理の手引き」などを参考に、各評価指標の定義
や「定量的」などの文言の解釈について、庁内で共通認
識を形成しておく。これにより、評価の属人化を防ぎ、
客観性を担保できる。

•庁内連携体制の強化: 介護保険担当部署が中心となり、
関連部署との定期的な情報交換の場を設けるなど、円滑
な情報共有体制を構築しておく。各部署の取り組みを事
前にリストアップし、評価指標との関連性を整理してお
くと、調査票の作成がスムーズに進む。

•都道府県・関係団体との連携実績の記録: 都道府県や関
係団体との会議への出席記録や、事業の企画・立案段階
からの関与を示す資料などを、日頃から整理・保管して
おくことが重要。これにより、連携実績を客観的に示す
ことが可能になる。

■連携先や実施対象など、取組の範囲が分かりづらい

■求められている取組の質と市町村の取組が合致しているか
分かりづらい

出典）保険者機能強化推進交付金等の評価指標等に関するアンケート調査報告書、2025年3月
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「活動指標の得点アップ」のための取り組み：
「事業を実施している」状態から一歩進め、その活動量（実施率、参加率、実
施回数など）を増やし、得点を上乗せするための取り組みを進める。

令和９年度の該当状況調査においてできる取り組み（続き）

さらなるステップ

【提案①】現状把握と目標設定
目的: どの活動指標に注力すれば、最も効率的に得点を伸ばせるかを判断し、具体的な目標を設定する。
共通の取り組み:

ベンチマーキングによる客観的な位置の把握: 自治体の得点を、全国平均や県内トップクラスの自治体の得点と比較（ベンチマーキン
グ）する。特に、「平均より少し低い」指標や、「トップ層との差が大きい」指標を特定する。
「あと一歩」指標の特定: 満点ではないものの、ある程度の得点が取れている指標（例：8点満点中4点）を「伸びしろが大きい」重
点課題として特定する。ゼロから始めるよりも、既存の活動を少し拡大・改善する方が、少ない労力で得点アップに繋がりやすい。
具体的な数値目標（KPI）の設定: 「来年度末までに、通いの場の参加率を現在の3%から5%に引き上げる」といった、具体的で測定
可能な数値目標を設定する。

【構造的提案②】活動量を増やすための具体的なアクション
目的: 設定したKPIを達成するため、住民や関係者を巻き込みながら、具体的な活動を拡大・浸透させる。
福島県に特化した取り組み:

「モデル事業」による成功事例の創出と展開: 県が数市町村をモデルに指定し、特定の活動指標（例：通いの場参加率）の向上に集中
的な支援（専門家派遣、補助金）を行う。そこで生まれた成功事例（例：「○○地区では、回覧板で毎回案内したら参加者が倍に
なった」）を県全体に共有し、他市町村の横展開を促す。
住民への直接的な参加の呼びかけ: 市町村は、広報誌や自治会組織を通じて、「週に一度、体操教室に参加しませんか」といった具体
的な活動への参加を繰り返し呼びかける。まずは活動の「量」を増やすことに集中する。
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インセンティブ交付金の令和8年度全国評価結果からの示唆
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ポイント！
現状維持では相対的に後退となる。



29



30



31



32



33
ある。
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（区分４・５）（区分１・２）
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インセンティブ交付金の評価データを使った分析

37



・厚労省ホームページに公表される値は、得点をそのまま示しているので、直感的
に数値の高低がわかりにくい。

・第1号被保険者数の区分ごとに結果がまとめられているので、県内における状況
や全国的な状況が把握しにくい。

・領域別得点率のデータ間の関連性や経年的な得点率の変化などを分析するには、
かなりデータを加工する必要がある。

公表されるデータの活用に向けた課題

３つの機能に着目した交付金指標分析ツールの開発
38

該当状況調査結果のデータをどこでみるか



交付金指標分析ツールの３つの機能

散布図の出力（県内分析用・全国分析用）

都道府県平均値 43.5 52.3
都道府県最大値 73.0 79.0
都道府県最小値 20.8 19.4

R5.1.1

NO 自治体名
【R6】推進
得点率（%)

【R7】合計
得点率（%)

人口

1 仙台市 73.0 74.0 1,067,486
2 石巻市 37.5 53.5 136,822
3 塩竈市 33.0 48.3 52,474
4 気仙沼市 58.5 58.9 58,926
5 白石市 34.0 51.0 31,968
6 名取市 30.5 48.9 79,630
7 角田市 49.0 65.4 27,262
8 多賀城市 27.0 44.1 62,204
9 岩沼市 48.5 56.4 43,656

10 登米市 56.8 54.5 74,795
11 栗原市 50.0 52.9 63,299
12 東松島市 51.8 64.3 38,919
13 大崎市 36.5 51.6 125,444
14 富谷市 55.8 67.6 52,399
15 蔵王町 46.5 55.1 11,264
16 七ヶ宿町 26.5 19.4 1,258
17 大河原町 64.8 79.0 23,578
18 村田町 52.3 60.0 10,241
19 柴田町 43.0 44.5 36,972
20 川崎町 56.8 70.4 8,286
21 丸森町 31.3 37.0 12,192
22 亘理町 64.0 58.0 33,270
23 山元町 24.0 29.8 11,726
24 松島町 27.8 44.9 13,321
25 七ヶ浜町 42.3 50.4 18,014
26 利府町 50.0 43.9 35,960
27 大和町 47.8 44.5 28,179
28 大郷町 26.0 51.4 7,728
29 大衡村 20.8 36.8 5,650
30 色麻町 22.0 43.4 6,401
31 加美町 28.0 47.1 21,774
32 涌谷町 61.5 64.3 14,930
33 美里町 69.3 65.4 23,483
34 女川町 30.8 41.6 5,982
35 南三陸町 47.0 54.1 11,979

宮城県

実際のツールでは
市町村名が
表示されています。

■散布図（県内分析用）

＜比較対象（増減計算方法）＞
R7

得点率（%)
から

R6
得点率（%)

を引く

集計対象 平均値 59.0 1.3 集計対象に○
集計対象 最大値 82.9 20.5 × 政令指定都市 人口50万以上
集計対象 最小値 30.5 -13.6 中核市 ○ 人口10万以上50万未満

全国平均値 51.8 2.5 東京23区 人口5万以上10万未満

全国最大値 82.9 特例市 人口1万以上5万未満
全国最小値 0.0 人口20万人以上 × 人口1万未満

縦軸 横軸 凡例

NO 自治体名
R6

得点率
（%)

得点率
の差

高齢化率
R3

得点率（%)
R4

得点率（%)
R5

得点率（%)
R6

得点率（%)
R7

得点率（%)
増減

R7 -R6

1 北海道函館市 52.3 7.5 37 47.6 52.4 52.6 52.3 59.8 7.5
2 北海道小樽市 62.4 4.4 42 59.2 63.4 61.6 62.4 66.8 4.4
3 北海道旭川市 69.5 -3.5 35 50.6 60.2 69.2 69.5 66.0 -3.5 
4 北海道釧路市 68.4 2.5 36 76.5 71.5 81.9 68.4 70.9 2.5
5 北海道帯広市 53.5 10.8 30 48.8 39.9 63.9 53.5 64.3 10.8
6 北海道北見市 62.5 -4.3 35 52.4 51.5 61.1 62.5 58.3 -4.3 
7 北海道苫小牧市 63.8 0.5 30 53.7 57.5 65.9 63.8 64.3 0.5
8 北海道江別市 61.9 -7.4 32 67.6 67.2 65.3 61.9 54.5 -7.4 
9 青森県青森市 65.3 -1.4 33 72.0 74.3 67.7 65.3 63.9 -1.4 

10 青森県弘前市 47.6 1.8 34 63.4 62.1 55.9 47.6 49.4 1.8
11 青森県八戸市 61.1 -1.9 32 55.7 54.6 55.6 61.1 59.3 -1.9 
12 岩手県盛岡市 52.3 -2.9 29 56.2 54.4 56.3 52.3 49.4 -2.9 
13 岩手県奥州市 57.4 3.7 36 58.5 50.5 59.9 57.4 61.1 3.7
14 岩手県一関市 42.3 -0.9 39 52.6 33.9 42.5 42.3 41.4 -0.9 
15 宮城県石巻市 42.8 10.8 35 50.7 33.2 39.3 42.8 53.5 10.8
16 宮城県大崎市 49.5 2.1 32 55.5 44.2 53.3 49.5 51.6 2.1
17 秋田県秋田市 58.4 7.1 33 45.5 60.7 67.4 58.4 65.5 7.1
18 山形県山形市 78.4 -3.4 31 75.7 74.7 82.1 78.4 75.0 -3.4 
19 山形県鶴岡市 69.6 2.0 37 66.3 65.1 73.3 69.6 71.6 2.0
20 福島県福島市 44.9 14.3 31 41.5 43.0 47.9 44.9 59.1 14.3
21 福島県会津若松市 51.5 0.4 32 54.0 41.2 41.8 51.5 51.9 0.4
22 福島県郡山市 67.0 6.8 28 52.6 43.3 61.5 67.0 73.8 6.8
23 福島県いわき市 52.8 20.5 32 66.1 57.2 57.8 52.8 73.3 20.5
24 茨城県水戸市 43.9 1.6 27 60.7 73.7 73.9 43.9 45.5 1.6
25 茨城県日立市 50.9 9.0 34 54.9 55.1 54.9 50.9 59.9 9.0
26 茨城県土浦市 60.3 1.8 29 55.8 55.7 53.9 60.3 62.0 1.8

総合

実際のツールでは
市町村名が
表示されています。

■散布図（全国分析用）

市町村の詳細プロフィールの出力

↓都道府県を選択し、管内市町村を選択してください

【基礎情報】

R3 R4 R5 R6 R7

得点率 69.6％ 62.9％ 64.3％ 71.5％ 74.0％

県内順位 5 4 6 1 2

全国順位 124 287 333 78 41

総人口 1,065,932 1,065,365 1,067,486 1,066,362 －

高齢者人口 258,831 262,422 264,500 266,897 －

高齢化率 24.3％ 24.6％ 24.8％ 25.0％ －

※R3-5は、推進+支援の得点

仙台市 R6

県平均得点

率（%)

R6

全国平均得

点率（%)

総合計 71.5％ 47.5％ 52.7％

推進　合計 73.0％ 43.5％ 51.3％

(ⅰ)体制・取組 100.0％ 67.9％ 72.3％

(ⅱ)活動 41.7％ 17.6％ 27.2％

計 79.0％ 49.8％ 56.1％

(ⅰ)体制・取組 76.5％ 57.1％ 62.2％

(ⅱ)活動 75.0％ 13.9％ 54.5％

計 76.0％ 43.3％ 59.7％

(ⅰ)体制・取組 100.0％ 34.1％ 52.8％

(ⅱ)活動 50.0％ 18.6％ 20.0％

計 82.0％ 28.5％ 41.0％

55.0％ 52.6％ 48.5％

支援　合計 70.0％ 51.4％ 54.1％

(ⅰ)体制・取組 94.2％ 51.3％ 60.3％

(ⅱ)活動 41.7％ 39.9％ 41.8％

計 69.0％ 45.8％ 51.5％

(ⅰ)体制・取組 100.0％ 65.3％ 66.2％

(ⅱ)活動 50.0％ 33.6％ 33.5％

計 82.0％ 53.9％ 54.4％

(ⅰ)体制・取組 85.3％ 59.7％ 72.3％

(ⅱ)活動 50.0％ 39.6％ 39.9％

計 74.0％ 53.3％ 62.0％

55.0％ 52.6％ 48.5％

(ⅰ)体制・取組 91.8％ 53.1％ 62.4％

(ⅱ)活動 54.8％ 16.8％ 33.1％

(ⅰ)体制・取組 92.9％ 59.3％ 66.8％

(ⅱ)活動 46.6％ 37.9％ 38.7％

(ⅰ)体制・取組 92.4％ 56.1％ 64.5％

(ⅱ)活動 50.5％ 27.9％ 36.1％

支援　合計

推進　合計

総合計

目標Ⅲ　介護人材の確保その他の

サービス提供基盤の整備を推進する

目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべ

き姿をかたちにする

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立し

た日常生活を営む

目標Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携

の体制を構築する

目標Ⅱ　認知症総合支援を推進す

る

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援

を推進する

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立し

た日常生活を営む

目標Ⅱ　公正・公平な給付を行う

体制を構築する

宮城県 仙台市

項目

71.5％

73.0％

70.0％

47.5％

43.5％

51.4％

52.7％

51.3％

54.1％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

総合計

推進 合計

支援 合計

全国・都道府県との比較

仙台市 R6

県平均得点率（%)

R6

全国平均得点率（%)

91.8％

54.8％

92.9％

46.6％

92.4％

50.5％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

推進(ⅰ)体制・取組

推進(ⅱ)活動

支援(ⅰ)体制・取組

支援(ⅱ)活動

合計(ⅰ)体制・取組

合計(ⅱ)活動

体制・取組指標群と活動指標群

推進(ⅰ)体制・取組 推進(ⅱ)活動

支援(ⅰ)体制・取組 支援(ⅱ)活動

合計(ⅰ)体制・取組 合計(ⅱ)活動

【同規模自治体の選択】

第1号被保険者(R5) 高齢化率 R6得点

10万人以上 25%未満 ⇒該当市町村数 3 572点

【同規模自治体の得点】 ※高齢化率はR4

総得点が 0 　点　　～ 200 　点高い 【得点のなかった項目】

都道府県 市町村 規模(R6) 高齢化率 得点(R6)

宮城県 仙台市 262,198 24.8% 572点 0 0.0%

東京都 練馬区 162,974 22.0% 600点 2 66.7%

大阪府 大阪市 682,062 24.8% 584点 1 33.3%

なし なし なし #N/A #N/A 2 66.7%

なし なし なし #N/A #N/A 1 33.3%

なし なし なし #N/A #N/A

仙台市

同規模市町村で得

点のあった数/割

合
R6

推進Ⅰ-ⅱ-3.PFS（成果連動型民間委託契約方式）による委託事業数

支援Ⅰ-ⅱ-3.地域ケア会議における個別事例の検討割合（個別事例の検討件数／受給者数）

支援Ⅰ-ⅱ-5.高齢者のポイント事業への参加率

支援Ⅰ-ⅱ-6.通いの場等において心身・認知機能を維持・改善した者の割合

支援Ⅱ-ⅱ-2.高齢者人口当たりの認知症サポーターステップアップ講座修了者数

高齢化率、認定率を選択可能。

また、総合得点に応じてさらに絞り込みが可能。

■同規模の得点検索、無得点項目の表示

■プロフィール（得点率の経年変化、平均との比較）

個別の該当状況の経年比較表の出力

北海道

【推進】目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

評価項目一覧 配点

岩見沢

市R7結

果

岩見沢

市R6結

果
ⅰ 1 地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。 ##

ⅰ ア　「地域包括ケア「見える化」システム」を活用し、サービス資源や給付費等の現状把握・分析等を行っている 4点 1,696 97.4 436 97.3 ○ ○

ⅰ イ　日常生活圏域別の特徴を把握・整理している 4点 1,634 93.9 416 92.9 ○ ○

ⅰ● ウ　地域の介護保険事業の特徴を踏まえ、相談窓口やサービスの種類・内容、利用手続などについて、住民に周知を行っている 4点 1,638 94.1 424 94.6 ○ ○

ⅰ● エ　地域の介護保険事業の特徴を公表している 4点 1,297 74.5 298 66.5 ○ ×

ⅰ 2 介護保険事業計画の進捗状況（介護サービス見込量の計画値と実績値の乖離状況）を分析しているか。 ##

ⅰ ア　毎年度、計画値と実績値の乖離状況について、モニタリングを行っている 4点 1,663 95.5 411 91.7 ○ ○

ⅰ● イ　モニタリングの結果を外部の関係者と共有し、乖離の要因やその対応策について、外部の関係者を含む議論の場で検証を行っている 4点 1,480 85.0 353 78.8 ○ ○

ⅰ● ウ　モニタリングの結果やイの検証を踏まえ、サービス提供体制について必要な見直しを行っている 4点 1,215 69.8 276 61.6 ○ ○

ⅰ● エ　モニタリングの結果を公表している 4点 1,125 64.6 226 50.4 ○ ○

ⅰ 3 自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施状況を把握し、必要な改善を行っているか。 ##

ⅰ ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量的に把握し、データとして整理・分析している 4点 1,693 97.2 411 91.7 ○ ○

ⅰ● イ　次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評価指標を定めている 4点 1,582 90.9 353 78.8 ○ ○

ⅰ● ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行っている 4点 1,521 87.4 327 73.0 ○ ○

ⅰ● エ　次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 4点 1,259 72.3 230 51.3 × ○

　①　介護予防・生活支援サービス 4点

ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量的に把握し、データとして整理・分析している 1点 1,638 94.1 389 86.8 ○ ○

● イ　次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評価指標を定めている 1点 1,413 81.2 308 68.8 ○ ○

● ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行っている 1点 1,342 77.1 285 63.6 ○ ○

● エ　次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 1点 1,100 63.2 205 45.8 × ○

　②　一般介護予防事業 4点

ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量的に把握し、データとして整理・分析している 1点 1,675 96.2 404 90.2 ○ ○

● イ　次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評価指標を定めている 1点 1,555 89.3 345 77.0 ○ ○

● ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行っている 1点 1,484 85.2 319 71.2 ○ ○

● エ　次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 1点 1,199 68.9 222 49.6 × ○

　③　認知症総合支援 4点

ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量的に把握し、データとして整理・分析している 1点 1,636 94.0 379 84.6 ○ ○

● イ　次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評価指標を定めている 1点 1,501 86.2 314 70.1 ○ ○

● ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行っている 1点 1,439 82.7 295 65.8 ○ ○

● エ　次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 1点 1,186 68.1 217 48.4 × ○

　④　在宅医療・介護連携 4点

ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施状況を定量的に把握し、データとして整理・分析している 1点 1,545 88.7 339 75.7 ○ ○

● イ　次の施策分野ごとに事業の効果を検証するための評価指標を定めている 1点 1,358 78.0 265 59.2 ○ ○

● ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、次の施策分野ごとに課題の分析、改善・見直し等を行っている 1点 1,306 75.0 253 56.5 ○ ○

● エ　次の施策分野ごとにイの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 1点 1,102 63.3 197 44.0 × ○

ⅰ 4 保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者間で共有し、自立支援、重度化防止等に関する施策の遂行に活用しているか。 ##

ⅰ ア　年に１回以上、評価結果を庁内の関係者間で説明・共有する場がある 4点 1,345 77.3 329 73.4 ○ ○

ⅰ● イ　アの場には、庁内のみならず、外部の関係者が参画している 4点 996 57.2 233 52.0 ○ ×

ⅰ● ウ　アの場における意見を、施策の改善・見直し等に活用している 4点 1,103 63.4 239 53.3 ○ ×

ⅰ エ　市町村において全ての評価結果を公表している 4点 712 40.9 132 29.5 ○ ×

岩見沢市

全国：該当市町

村数

全国：3千人未満

該当市町村数

■個別項目の該当状況表（全国平均との比較）
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■項目毎の得点率１枚表（3か年の推移）
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事業改善における地域分析の視点（考え方）

■何のために分析を実施するかを明らかにする
・自らの自治体の取り組み状況を客観的に把握し、方針の確認・見直しや新たな取り組みに活かしていく。

■定量的な指標データによる把握のメリットを意識する
・実施すべき取組をまず俯瞰（ふかん）してから詳細な内容を把握する

■データが何を示しているのか、どのように評価しているかを意識する
・例：インセンティブ交付金＝これまでの研究や政策動向を踏まえ、介護保険の保険者（運営を行う主体）として、
実施すべきことをどれだけ実施できているか。



交付金指標分析からの課題把握の具体例①

全体の俯瞰（マクロ）



交付金指標分析からの課題把握の具体例②

領域別の強みと弱みの確認（メゾ）



交付金指標分析からの課題把握の具体例③

個別項目の検証（ミクロ）
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交付金指標分析からの課題把握の具体例④

定量データと定性データのクロス分析
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分析結果の活用①（庁内外の合意形成）
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分析結果の活用②（PDCAサイクルの具体化）
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交付金指標分析からの課題把握の具体例①（事業への反映）



交付金指標分析からの課題把握の具体例②（計画への反映）

48

全国平均、県平均と比較。
公表データを基に作成。

推進分について、県平均より低い取り組み
について、可視化。ツールを活用。

介護保険事業計画における市の現状分析に活用

横須賀市高齢者保健福祉計画（第9期介護保険事業計画を含む）令和６年（2024年）２月
https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2640/keikaku/index.html P18,19

※介護保険事業のPDCAサイクル、地域包括支援センターの取組、給付適正化や人材確保にさらなる取り組
みが必要であることを明らかにし、計画書全体で改善方策について言及している。

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2640/keikaku/index.html
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インセンティブ交付金指標の分析と第10期計画の接続
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明日からできるアクションプラン



「保険者機能」の強化に活用できるその他のツール

保険者シート（介護保険分析ツール）

ツールの提供サイト
医療経済研究機構HP・保険者シー
ト
https://hokenja-sheet.jp/

概要：A4裏表1枚に、介護保険にかかわる基
本データを収載し、保険者の介護保険運用
状況の全体像が簡便に把握できるようにし
たシート。

選択整合性（0:両方選択無し,1:都道府県のみ, 2:両方選択,3:選択不整合）0 全国

都道府県行番号 4

市区町村行番号 4

前期
直近

（R4時点）
前期

直近

（R4時点）
前期 前期 前期

直近

（R4時点）

842 823 12.71 3.6 81.5

4.25 4.95 87.6

79.6 80.1

84.0 84.4

2.6

3.6

17.0 16.3 19.0

5.8 5.5 6.5

6.4 6.1 7.1

4.9 4.7 5.3

0.7

81.0

79.1

ワークシート【⑪介護予防等】
介護保険　分析ツールⅡ

E. 投入資源 全国
― ―

D. 事業・取組み 全国
― ―

（インプット） （アクティビティ・アウトプット） （初期アウトカム） 直近（R4時点） （中間アウトカム） 直近（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
―

主観的幸福感の高い高齢者割合（要支援・要

介護）（％）

主観的健康観の高い高齢者割合（要支援・要

介護）（％）

主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支

援）（％）

主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支

援）（％）

平均自立期間（年）（全国）　男性

平均自立期間（年）（全国）　女性

平均寿命（歳）　男性

平均寿命（歳）　女性

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）

（％）

リスク者の割合（運動機能）（自立・要支

援）（％）

―
C. 地域のサービス・支援の目標 全国

― ―
B. 介護保険事業の方向性

C11. 住民が社会参加する多様な場がある
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の

軽減もしくは悪化の防止ができる

リスク者の割合（IADL）（自立・要支援）

（％）

リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）

（％）

リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）

（％）

リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）

（％）

リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支

援）（％）

E14. 一般介護予防事業 D15. 一般介護予防事業

C12. 介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、住民がそれらに取り組んでいる

社会参加者の割合（学習・教養サークル）

（自立・要支援）（％）

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・

要支援）（％）

社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支

援）（％）

要支援者等のサービス利用者数（人数）（75

歳以上人口千人あたり）
74.7

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）

（75歳以上人口千人あたり）
73.0

新規認定を受けた者の平均年齢（歳）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者

（人数）（75歳以上人口千人あたり）

0.7

一定期間における要介護認定者の平均要介護

度の変化率（要介護１・２）

一定期間における要介護認定者の平均要介護

度の変化率（要介護３～５）

地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合

（％）　（自立・要支援）

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場

合は左の数値をご覧ください。

地域リハビリテーション活動支援事業　専門職

派遣件数（65歳以上人口千人あたり）

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり） 4.1

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・

要支援）（％）

社会参加者の割合（収入のある仕事）（自

立・要支援）（％）

調整済み認定率（要支援）（％）※

地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある高齢

者の割合（％）　（自立・要支援）

被保険者のうちサービス事業対象者数（％）

調整済み要介護認定率（％）※

住民主体の通いの場等への支援回数

利用している「介護保険サービス以外」の支援等に、「定期

的な通いの場」を回答した割合(要支援・要介護)

各参加者における心身の状態の改善

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）

（％）

一般介護予防事業費（決算額）（千円）（第１

号被保険者千人あたり）

介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポ

イント付与(参加実人数)(65歳以上人口千人あたり)

通いの場週１回以上の参加率（％） 2.3

E15. 保健事業と介護予防の一体的実施 D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

保健事業と介護予防の一体的実施事業費（決算

額）
通いの場等への支援回数

医療専門職の配置 その他事業の実績

介護予防教室の開催回数・参加者数

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり） 4.1

保険者シート

分析ツールの帳票例

介護保険の基本ロジックモデル

総合事業の充実に向けた
ワークシート

ツールの提供サイト
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
HP・総合事業の充実に向けたワークシート

https://www.murc.jp/houkatsu_02/

概要：各市町村が地域の実情を把握し、
総合事業の充実に向けた検討にあたって
簡易にデータ分析等を行うことができる
ワークシート。

点検ツール

ツールの提供サイト
日本総研HP・地域包括ケアシステム～効果的
な施策を展開するための考え方の点検ツール～
https://www.jri.co.jp/service/special/cont
ent11/corner113/chk_tool/

概要：地域包括ケアシステムの構築に向け、
各分野・領域を超えて共有できるよう、全体
最適化の観点から機能性を高める取組を意
識化したツール。

【点検項目】

１．この視点に関連して現在行っている取り組みを洗い出す
・初めに、この視点に関して現在どのような取り組みを行っているかを書きましょう。関連する取り組みはできるだけ多く挙げましょう。

・次に、それらの取り組みによって現状がどう変わると期待していたかを書きましょう。（人の行動や考え方が変わる、体制・制度が充実するなど）

取り組みの目的と内容 左記の取り組みによって現状がどう変わることを期待したか （もしあれば）左記の取り組みを評価する指標として定めたもの

２．この視点について、目指す姿がどのようなものかを振り返る
・自分たちの地域では、住民の社会参加・介護予防についてどのような姿を目指しているかを、具体的に記載してください。

・例えば、総合戦略や介護保険事業計画等ではどのように表現しているか確認してみましょう。

３．目指す姿の実現状況を仮で評価する
・２で書いたことが現時点でどの程度実現できているか、これまでの成果および現状との乖離の要因は何か、仮の評価をしてみましょう。※ここではあくまでも「仮の評価」で構いません。

(１)目指す姿の実現状況（以下から一つを選択） (２)これまでの成果（特にこれからの取り組みに活用できる強みを書き出してみましょう）

概ね実現できている ・・・目指す姿を具体的に共有し、成果も現れている (２)例えば、この視点に関連する地域の強み、これまでに培われた地域資源を洗い出してください

なかば実現できている ・・・目指す姿は共有できているが、成果が現れるのはこれからである

あまり実現できていない ・・・取り組みはあるが、目指す姿を共有できていない

ほとんど実現できていない ・・・これから目指す姿や取り組みを具体化していく

(３)まだ実現できていない部分について、なぜ、乖離が生じているのでしょうか？

　　要因として考えられるものを挙げてみましょう

４．解決すべきと考えられる要因を選ぶ
・３で挙げた複数の要因の中から、とくに「解決すべきと考えられる要因」として重要と思うものを絞り込んでみましょう。

　※まずは仮説で良いので「仮の絞り込み」を行い、後の項目５で関連する情報を集めて確認したのちに、さらに加筆修正してください。

５．(１)知りたいことを挙げる ５．(２)関係者とともに「知りたいこと」を確認する
・まず、１～４に挙げた事項に関して「知りたいこと」を挙げましょう。 ・次に「知りたいこと」について、可能な範囲で情報を集め、 関係者とともに分析・議論を

※この段階では情報を入手したり利用したりできる可能性は一旦考えずに書き出してください。  行いましょう。

①目指す姿の実現状況に関連して知りたいことは何ですか？ ①参考となる情報やデータ（収集結果） ①目指す姿の実現状況（まとめ）

②取り組みで期待したことやこれまでの成果、強みに関連して知りたいことは何ですか？②情報やデータを踏まえて分かったこと ②取り組みで期待したことやこれまでの成果、強み（まとめ）

③解決すべきと考えられる要因に関連して知りたいことは何ですか？ ③情報やデータを踏まえて分かったこと ③解決すべきと考えられる要因（まとめ）

６．確認結果を踏まえて取り組みの改善策を考える
・５までに整理したことを踏まえ、目指す姿に向けてさらに近づいていくために、今後の取り組みで見直すべき点や工夫したい点を考えましょう。

・併せて、多職種連携、庁内外連携、情報の収集・活用等、この視点の取り組みを支え、他の施策等との連携を高める体制等についての改善方策も検討しましょう。

　※本項目を検討するために必要があれば、項目１～５に戻ってさらに検討を深めてください。

(１)この視点に関する取り組みをさらに良くするための工夫・改善方策（総括）　

　※可能であれば、①事業の組み立ての見直し、②事業の実施方法や運営上の工夫、の２つの視点で整理しましょう。

(２)多職種連携、庁内外連携、情報の収集・活用等、この視点の取り組みを支え、他の施策等との連携を高める体制等についての改善方策（総括）

〈解説〉要因の例

〈解説〉要因の例や絞り込み時の
参考文献

〈解説〉活用可能な
情報やデータ

この視点に
関する
目指す姿
【項目２】

および
その実現状況
【項目３(１)】

【項目５(２)①まと
現在の取り組みの状況
【項目１、項目５(２)②まとめ】

これまでの成果や地域の強み
【項目３(２)、項目５(２)②まとめ】

目指す姿の実現に向けて
今後解決すべき要因
【項目４、項目５(２)③まとめ】

点検ツールのロジックモデル

点検ツールのイメージ（一部）

参考
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他ツールを活用した重点分析の具体例 参考



他ツールを活用した重点分析の具体例 参考



他ツールを活用した重点分析の具体例 参考



他ツールを活用した重点分析の具体例 参考



地域包括支援センターの事業評価の見直し（令和7年度より）

令和６年６月７日厚生労働省老健局
認知症施策・地域介護推進課通知「地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について（通知）」
の 一部改正について

参考
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